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要旨 : グローバル化のもとでベトナム社会主義共和国（Socialist Republic of Viet Nam ; 以
下ベトナムと略す）の農村部では，家族形態や家族機能は大きく変容し，さらには，人口
流出が続くなど，さまざまな社会歪み現象を産出している。2008年の高齢者の全国の平
均年齢は 72.0歳で単身高齢者世帯は，8.0%と推計している。特に，ベトナム社会は，経
済発展よって価値意識の変化とともに社会構造の変動に伴い単身高齢者世帯は増加の一途
を辿り，生活問題は一層深刻化を増している。
　以上の社会的背景を踏まえ，農村部で暮らす単身高齢者の生活基盤は極めて不安定であ
ると推測されることから，本研究では，ビントゥアン（Binh Thuan）省ハム・タン（HamTan） 
県ラ・ジ町（LaGi）で暮らしている単身高齢者世帯を対象にアンケート調査および聞き
取り調査を実施した。調査対象世帯は，60歳以上を対象として，主な調査項目内容は，（1）
基本属性　（2）自覚的健康感を中心に，現在，単身高齢者が抱えている日常生活の問題や
課題を分析・解明し，今後のベトナム社会における農村部の単身高齢者はもとよりベトナ
ム国内における高齢者福祉施策について論考した。なお，本研究は過去に実施ししてきた
高齢者福祉に関する調査研究で得られた研究成果の結果を踏まえて，継続的調査研究とし
て位置づけながら論考したものである。
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1.　は　じ　め　に
 ベトナムでは，周知の通り統制計画経済政策から市場原理へ転換する 1986年の「ドイモイ（Doi 
Moi : 刷新）」政策の導入後，国家経済が飛躍的な成長を遂げたが，その一方では，所得格差は
もとより貧富の格差が拡大し，さらには，インフラなど生活圏レベルでの地域格差などが生起し
ている。ベトナム社会主義共和国憲法（以下憲法と略す）第 52条には「すべての人民は法の前
で平等である」1）と謳われているが，実際の国民生活には，さまざまな所得格差，地域格差，生
活支援など大きな乖離が生じている。特に，ドイモイ政策が導入して 26年が経過したが，年々，
都市部と農村部との社会経済格差が拡大し，農村部では経済発展の恩恵は少なく，むしろ，新し
い社会問題を生起させている。こうした社会変動にあって，国民生活の価値意識が大きく変貌し，
特に，政治的・経済的・文化的構造が大きく変化したことは，高齢者の生活環境や家族関係およ
び人口動態のゆがみなどにも影響をもたらしている2）。また，人口の多くを占める農村部からは，
都市部への人口流出が年々増加傾向にあり，そのことによって農村部では，高齢者の生活にもさ
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まざまな歪み現象を産み出し，特に，単身高齢者世帯が増加して生活問題は深刻化している。し
かしながら公的生活支援体制が整備されていない現状にある。なお，ベトナムでは高齢者の年齢
を 60歳以上と定義している。
そこで本稿では，社会構造（social structure）の変動や産業化の進展に伴い，家族機能の変容
によって単身高齢者世帯が増加傾向していることに注目し，特に，農村部の単身高齢者世帯に焦
点をあて現在抱えている生活問題の要因を明らかにする。さらには，課題解決に向けた改善策や
施策などについても考察する。
本稿の基礎データは，生活実態調査や聞き取り調査などを活用しながら，現代社会における農
村部での単身高齢者の諸問題や課題を明らかにする。なお，都市部のホーチミン市でも同じ項目
内容で高齢者の実態調査を実施したが，本稿では，都市部と農村部との比較研究をするのではな
く，むしろ，都市部へ人口流出をしている農村部に論点を絞り，ホーチミン市で実施した調査結
果は一つの参考資料として捉えながら論考する。
2.　現代社会における高齢者の生活状況
1）　高齢者を取り巻く家族および社会生活の変容
現在，表 1に示しているように政府が発表している人口統計によると，国内人口は約 8,692.7
万人（推計）で，全人口に占める都市部の人口の割合は 30.17%，農村部には都市部の 2.27倍に
あたる全人口の 69.83%が占めている。その比率は，農村部の人口が，年々減少傾向にあり，都
市部へ流出していることがわかる。その要因には，若い世代を中心に，都市部へ流出しているの
が大きな要因となっているが，その原因として，農村部で生活を維持するための収入が厳しい状
況下にあると推考される。特に，農業従事者にとっては，他業種よりも現金収入が低い状況にあ
る。また，表 2の人口構造の内訳をみてみると，1990年と 2009年までの 10年間で年少人口は
減少し，その一方では老年人口が上昇していることがわかる。
上述した統計上から現状を整理すると次の 3点に集約される。（1）若い世代を中心に農村部を
表 1　都市部と農村部の人口比率
単位 : 人
年  度 全人口 都市部 比率（%） 農村部 比率（%）
1990 66,016.7 12,880.3 19.51 53,136.4 80.49
1995 71,995.5 14,938.1 20.75 57,057.4 79.25
2000 77,630.9 18,725.4 24.12 58,905.5 75.88
2005 82,392.1 22,332.0 27.10 60,060.1 72.90
2010 86,927.7 26,224.4 30.17 60,703.3 69.83
出所 :  CONG HOA XA HOI CHU NGHIA VIET NAM, Nien giam thong ke 2009, NHAXUAT BAN 
THONG KE, 2010に基に筆者作成する。
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離れ，現金収入を求めて都市部へ流出する者が増加を続けている。（2）年少人口比率が減少し，
老年人口比率は増加している。（3）時代の変化は，都市部に限らず農村部においても家族形態や
家族のライフスタイルを選択する時代へと変化するにしたがって，単身高齢者が増加している。
今後，こうした人口動態が推移していくことになれば，ベトナム国内における人口構造は，生産
年齢人口は減少し，老年人口の比率ますます高くなることが推測できる。その要因として，憲法
第 40条に「（中略）人口家族計画を有効ならしめるのは，国，社会，家族および人民の責任であ
る」3）と謳われ，今日では少子化と断定するだけの数値ではないが，合計特殊出生率が大幅に低
下傾向にある。この点については人口抑制政策としての「家族計画」が国民生活に緩やかに浸透
してきた結果かと推測される。また，時代の変化によって，特に，ベトナム戦争後は，国民生活
にさまざまな社会的変化，価値体系の変化をもたらし，その一つとして，ベトナム社会に根付い
ていた家族主義・家族機能の変容によって，高齢者の身分的地位・社会的役割が衰退し，高齢者
をめぐる問題は新しい社会問題として顕在化するようになった4）。
筆者がはじめてベトナムを訪越したのは 1993年であるが，その時に調査した国内最大の商業
都市ホーチミン市の街並みの風景は，この十数年間で想像もしていなかった都市整備が展開され，
街並みの風景は大きく変貌し，高層ビジネスビル，高層マンションなどが至る場所で建築がなさ
れている。まさに経済成長・発展のシンボルともいうべき建築物である。その一方で，街並みの
移り変わりの「陰」として，庶民の伝統的な足であったシクロは，いつしか中心街から消えてし
まった。僅かに残っているのは観光客用のシクロマンたちである。まさにドイモイ（刷新）政策
による経済成長は，シクロマンたちの運命を変えた一つの象徴ともいえる。さらには，経済成長・
発展と背反する社会問題として，貧困層の住居問題，大気汚染，水質汚濁，水資源問題など山積
する都市問題を抱えるようになった。拙稿（2005）では，「最大都市ホーチミン市に関しては東
南アジアの都市に共通する首位（首座）都市（primate city）現象がみられる。経済が成長軌道に
乗った 1992年以降は，農村人口はほぼ横ばいもしくは下降傾向にある。（中略）主要都市で暮ら
表 2　人口動態の推移
単位 : %
　年　　度 1999 2009
全人口比率 100.0 100.0
年少人口比率 33.48 24.50
生産年齢人口比率 60.69 69.12
老年人口比率 *5.83 *6.42
出所 :  BAN CHI DAO TONG DIEU TRA DAN SO VA NHA O 
TRUNG UONG, TONG DIEU TRA DAN SO VA O VIET 
NAM 1999, P. 37, NHA XUAT BAN THEGIOI HA NOI, 
2000. & CONG HOA XA HOI CHU NGHIA VIET NAM, 
Nien giam thong ke 2009, NHAXUAT BAN THONG KE, 
2010に基に筆者作成する。
注）*65歳以上を対象に統計処理した。
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す都市の住民と農村で暮らす住民とでは，所得水準や生活水準の地域間格差を拡大した結果，都
市生活と農村生活の生活構造に大きく影響を及ぼしたことも人口移動の大きな要因にもなってい
る。特に，農業，林業，漁業に携わる第一次産業の就業者の平均収入と輸出加工区や工業団地で
働く技術者との平均収入には大きく所得格差が生まれた。むしろ，ドイモイ（刷新）政策がもた
らした産業経済構造の変化は，農村の若年層を中心とする労働力を第二次，第三次産業の就労に
向かわせることになり，そのプッシュ要因の基盤は，主に家庭の経済的貧困にある。それに関連
して家計を助けるために働くべきだという伝統的な家族価値が存在していることもプッシュ要因
の形成に大きく寄与していると考えられる。」5）と論じているが，当時の社会状況に対する記述か
らも解釈できるように農村の人口割合は，減少傾向が続いており，しかも，貧困問題は一向に解
決されず，むしろ国民間に貧富の格差が拡大している。ベトナム政府は，貧困層削減を推進する
ために海外からの投資も含めた国際支援・協力を受けながら，基礎的社会インフラの整備を進め
ているがなかなか計画通りには進展していないのが現状である。ヘスス・アイン・ソトロンゴ
（2003）は「最富裕層，富裕層，中間層の世帯は都市の 84.1%，農村の 59.9%を占めるが，農村
では貧困者が人口の 49.1%を占めている。多くの人々の貧困層，もしくは最貧困層に含まれる
のだが，この状況は，現在の定義から見て農村人口の 90%以上，都市人口の 80%が貧困であっ
たと考えられる刷新の初期とは大きく異なる」と論じている6）。 
現在，先進国ではライフスタイルの多様化によって，さまざまな欲求が家庭外で充足され，家
族がともに過ごす時間は減少し，家族集団の維持よりも個人の自己実現や行動の自由が尊重され
るようになった。その為に家族の凝集性は弱まり，いわゆる「家族の個人化」現象が都市に限ら
ず農村にも浸透している。こうした現象は先進国に限ったことではなく，開発途上国（発展途上
国）であるベトナム社会にあっても家族問題の一つとして取り上げられるようになった。まさに
ベトナムの現代社会では，家族が個人の行動を拘束する時代から，個人が主体的に家族形態や家
族のライフスタイルを選択する時代へ変化し，家族の役割構造（role allocation of family）にも影
響を与えている7）。こうした家族集団の変容は，さまざまな社会病理現象につながっているが，
特に，社会生活や家族内での生活が最も影響を受けているのが高齢者たちであることはいうまで
もない。
特に，最近になって大きな社会問題となっているのが高齢者の疾患者の増加と医療費負担の相
関関係が新たな問題として浮き彫りになっている。とりわけ農村で暮らしている高齢者ほどその
負担は大きくなってきている。なお，ベトナム政府の報告によると 2008年度における高齢者が
慢性的な疾患を抱えている割合は，表 3に示した通りである。高齢者の健康状況では，健康状態
が良好な高齢者が 5.2%，あまり健康状態はよくない高齢者は 22.9%，慢性疾患が 95.0%と発表
されている。さらには，一人の平均疾患数は，2.69の病気を抱えており，特に，農村の高齢者に
その割合が高いとする推計が発表されている8）。
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2）　社会構造の変動に伴う高齢者の動向
伝統的村落社会（ムラ社会）が変容し，都市や農村という地域を越えて，これまでの家族の中
心的存在であった高齢者の身分的地位・社会的役割が衰退し，新しい「社会問題」として高齢者
問題が顕在化した。たとえば農村から次世代が都市に雇用者として流出することで，単身高齢者
世帯や夫婦高齢者世帯が数多く出現し，高齢者は過重な労働をともなった農作業の主な担い手に
ならざるをえない状況となった9）。
こうした研究を過去に実施した結果として，都市の生活と農村との生活を比較した場合，農村
で暮らしている高齢者ほど，直接，係わる基礎的生活要求（BHN）である医療・保健，住居，
食料などが一般水準に達していない家庭が多く，そのなかでも収入源が低い高齢者ほど最低生活
水準もしくはそれ以下の生活を余儀なくされていることが実態調査から分析することができた。
こうした現状に対して，ベトナム政府は，「社会救助政策に関する政令」（CHINH SACH CUU 
TRO XA HOI : NGHI DINH SO 07/2000/ND-CP NGAY9-3-2000 CUA CHINI PHU）を議決し，高
齢者に関する社会政策だけではなく，孤児や生活困窮者といった支援対象児者を幅広く対象とし
た最も代表的な社会政策の一つといえる。この政令は，大きく分けて社会援助施設利用と社会補
助金支給とに区分される。しかし，実態としては社会救助を享受できないで生活している多くの
高齢者が存在している。特に，2003年に農村の 70世帯を対象（ほとんどが低所得者層の高齢者
の単身世帯と夫婦世帯で占めていた）に実施した実態調査では，社会補助金の支給を受給してい
た世帯は僅かに 2世帯のみであった。その他の高齢者の経済状況は，生活を営むのに最低限度の
生活を余儀なくされている。また，社会援助施設利用に関しても同じような状況にある。また，
産業構造の変化にともなう家族の「家族機能の変容」も高齢者問題に大きな影響を及ぼしている。
特に，これまで維持してきた家庭内での社会福祉の補完的機能としての相互扶助が機能しなく
なってきている状況にある。そのために，高齢者扶養の機能低下を招き，結果的に夫婦高齢者世
帯，単身高齢者世帯が増加傾向にあることが判明した。その社会背景には農村部と都市部との間
にはプッシュ要因とプル要因の因果関係が存在することを考察することができた。今後，高齢者
表 3　 慢性疾患の内訳　　   
単位 : %
骨折　
心臓病
神経病
消化器
前立腺
泌尿化　
尿管不順
44.62
45.60
4.90
12.10
63.80
35.70 
3.30 
胃
大腸
咽喉
便秘
腎臓
肺結核
弱視
15.40
9.70
10.20
16.10
12.60
3.60
76.70
出所 : PhamTatDong, DICHVUCHAMSOCNGUOICAOTUOI. 2010 p. 2.
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問題を解決するには，高齢者が地域で孤立しない社会支援システムを構築することが不可欠であ
り，そのための法整備の確立と国家的政策としての社会支援サービスの具体的な施策が早急に検
討されることが望まれる10）。
このような問題点と関係して，竹沢（1998）は「ベトナム社会における高齢者問題を探求する
には，近代化過程を歩むなかで，家族の変容を辿ることであろう。ベトナムの伝統的な家族は，
歴史上において幾度かの社会変化を経験してきた。時代ごとに家族はベトナム社会が選択した近
代化のタイプに従いながら，それに適合してきた。その結果，多くの伝統的諸価値を伴う一方で，
いくぶん近代化された様相を呈する今日の家族が形成されたのである」と論じている11）。まさに，
ベトナム社会は，社会主義国家体制を堅持しながらも，国民生活はもとより高齢者生活は，社会
変動の狭間に新たな課題に直面している。そのなかでも高齢者の生活環境は強い影響を受けてい
るのである。ファム・タット・ヨン（2010）は，2008年の高齢者の人口は，約 800万人（推計）
が農村を中心に社会生活を過ごしているとし，また，ファム・タット・ヨンは，ベトナムの高齢
者の現状報告として，国内の高齢者の年齢層の内訳区分として，表 4の数値に区分されると発表
している12）。
現在，ベトナム国内における高齢者の動向としての世帯状況は，家族と同居している高齢者は
79.0%，夫婦高齢者世帯は 13.0%，単身高齢者世帯は，8.0%と推計している13）。また， 現在のベ
トナムにおける平均寿命は全国平均 72.0歳で 1997年の 67.8歳から比較すると高くなっている
ことがわかる。さらには，高齢者と家族との関係性から社会問題を生起させた要因として，国際
通貨基金（IMF）や世界銀行の関与によるドイモイ路線を歩む代償として，それまで実施されて
いた現物配給制の廃止や医療費，教育費が市場経済システムの枠組みの中に組み込まれることに
なって，国家としての社会支援サービスに対する財源支出を抑制した。このことによって，国民
生活が一層厳しい生活状況に追い込まれ，特に，生活困窮者にとっては日常生活に直接的な打撃
を受け，その結果，医療の高騰による病院への通院の減少，教育費の自己負担に伴う不就学の増
加，価格・賃金・通貨改革に着手したことによるインフレや失業者の増加につながったことが一
表 4　全人口に占める高齢者人口の比率
年　齢 人　　口（人） 人口増加率（%）
60-69　                        
70-79                                    
>=80                                  
中間年齢 >=100                 
合　計                      
3,795,425
2,793,972
1,169,765
9,830
7,759,162
4.51
3.32
1.39
9.22
平均寿命 72.0歳
出所 : ICHVUCHAMSOCNGUOICAOTUO. PhamTatDong, 2010. p. 3.
注意 : 女性は男性よりも 4-5年，寿命が長い。85歳以上では男性が
100に対して女性は 238である。
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つの高齢者問題を浮き彫りにした要因としてあげられる。こうした社会構造の変動が家族内の高
齢者に対しても大きな負担となったことは推測できる。
国際保健機関（WHO）では，男女とも 65歳以上が高齢者であると概念規定をしているが，ベ
トナムの法的概念規定としては，60歳以上が高齢者として位置づけられている。なお，ベトナ
ムの高齢者の法的概念規定を当てはめると，全国には人口の 8.0%にあたる高齢者が存在してい
ることになる。さらに，ファム・タット・ヨン（2010）はベトナムの高齢者の法的概念規定とし
て，特別な環境下で生活していたことを 4点に集約している。「ベトナムでは 55歳以上の国民は，
特別な環境下にあった。それを大きく区分すると ① 1945年以前は，フランス，日本の植民地に
よって貧困状態にあった国家のなかで暮らしていた時代　② 1945年以降は，30年間にわたる戦
争があった。（1945-1975）　③ 戦争後，国内の経済は低迷し，さらには，戦争による被害が残さ
れた。たとえば，傷病，病気などによる原因で，高齢者は働くことができなくなった。④ 市場
経済による社会変化によって，仕事が不足し，さらには，貧富の差が拡大など大きな影響を及ぼ
した。それに伴い，高齢者にも影響をあたえる結果を招いた」と論じている14）。まさに，「戦争
時代の世代」であり，拙稿（2010）した世代間の意識調査でも論じているが，高齢者の多くは家
族意識の変化，家庭内における役割と機能の変化，市場経済に伴う現代社会の多様性などに，戸
惑いを感じながら生活している高齢者が多く存在している。まさに，社会構造の変動に伴い国民
生活の価値意識が大きな影響を与えた結果である。特に，政治的・経済的・文化的構造が大きく
変化したことは，国民生活を取り巻く家族関係や生活環境などに影響をもたらした。そのなかで
も戦後生まれ，あるいはドイモイ政策が採択後に生まれた世代が社会・経済の中枢を担う時代に
なったことで，当然，若い世代と戦争体験者との各年代の間にはイデオロギーも含めた国家に対
する意識はもとより，家族や現代社会に対する意識には相違点が生じるのも当然の成り行きかと
思われる。特に，若い世代には，社会主義国家体制であるとの認識や関心が比較的低いことも，
政府にとっては危機意識をもたらしているといえる15）。とりわけ 20歳代から 50歳代までの各世
代間における特徴として，ドイモイ政策によって都市および農村では，家族意識の変容が明確に
現れたと示唆された16）。なお，ベトナムのセンサス（2009）では，農村と都市における貧困基準
（170/2005/QD-TTg）は，農村では一人月平均が 20万ドンであるのに対して都市では一人月平均
が 26万ドンを貧困基準に定義されている。現在，ベトナム国内では貧困状態にあるものは
12.8%であるが17），この数値に占める割合の多くは，農村で生活している国民に集中し，特に，
農民の生活基盤は極めて不安定な状況にある。また，道路，教育・医療施設の整備が不十分であ
ることから，農村の貧困率は，ベトナム全体の貧困率を大幅に上回っている。
こうした現状に関連して，筆者は 2005年に調査結果報告として，高齢者の生活環境の影響と
して，（1）ベトナム社会は，大衆社会に突入し，これによって都市はもとより農村の国民の生活
様式を都市化し，個人消費欲求を増大させている。特に，大衆社会はあらゆるものを大衆化し，
平均化し拡散化した社会を形成させた。最近，ホーチミン市内には大規模な外資系のスーパーマー
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ケットや高級品を扱うデパートなどが出現し，もはや市民生活は「大量生産」，「大量販売」，「大
量消費」といった経済活動のメカニズムに組み込まれるようになった。こうした社会背景に伴っ
て産業経済構造の著しい変動とともに国民生活の価値意識が大きく変化した。特に，政治的・経
済的・文化的構造が大きく変貌したことは，国民生活を取り巻く家族関係や生活環境および人口
動態のゆがみなどにも影響をもたらした。（2） 新しい社会生活の価値体系のもとで孤独感と無力
感を感じながら生活困難に陥っている高齢者が多く存在するようになり，これまでの生活とは異
なった問題を抱えるようになった。特に，統制計画経済政策からドイモイ政策に導かれた産業経
済構造の変革は，飛躍的な経済成長を遂げるなかで国民間における所得格差や貧富の差を拡大さ
せる一要因にもなり，このことは高齢者を取り巻く生活環境に多大な影響を及ぼしていると報告
している18）。このように社会状況のなかで高齢者の生活問題が「社会問題化」したことによって，
特に，農村で生活している高齢者ほど極めて深刻な「社会問題」を生起させる要因にも繋がって
いる。高齢者を支える家族は社会の基礎的集団であり，その家族にも大きな変化をもたらしてい
る。多くの高齢者たちは僅かな希望を持ちながら，子どもや親族を頼って農村から都市へ移動し
たものの，「子どもと連絡が取れない」「親族には頼れない」など厳しい生活を余儀なくされてい
る高齢者が存在していることを研究結果の成果として論考した19）。
3.　農村における単身高齢者世帯の調査結果　
（1）　調査目的および調査対象者と地域の概要
1）　調査目的
現代のベトナムにおける高齢者の社会問題は，家族との相対的関係から生起している。その根
底には，家族意識の変化にあると推考できる。その代表的な社会要因として，ドイモイ政策に伴
う経済成長と家族および地域の変容を取り上げるのが一般的な見方であろう。
本調査は，『単身高齢者の生活実態調査』として実施し，この調査結果から高齢者のおかれて
いる生活環境の実態と課題を分析し，今後の単身高齢者世帯も含めた高齢者福祉に関する諸問題
を明らかにすることを目的とした。
2）　調査地域の概要
調査地域は，ホーチミン市から北西約 170キロ離れた農村に位置するビントゥアン省ハンタン
県ラ・ジ町で『単身高齢者の生活実態調査』を実施した。ラ・ジ町は，農業，漁業を基産業とし
て，現在の人口は，表 5に示した通り，約 10万 6千人（2011年）で，行政地区は 9地区に分割
されている。ラ・ジ町の最近の人口動態の動向として，年々，人口が増加傾向にあり，2004年
から 2011年にかけて人口は微増し，高齢化率も 2009年では 7.62に対して，全国平均をみると 6.42
で，1ポイント以上もラ・ジ町の高齢化率が高いことが示唆されている。ラ・ジ町では 60歳以
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上の高齢化率は，全住民の人口比に対して，2004年では 7.52%であったのが 2011年には 7.63%
に微増していることがわかる。なお，人口の微増については，ラ・ジ町の周辺地域からからの人
口流入が続き，ラ・ジ町の人口増加につながっている。つまり，農村部から直接，都市部へ人口
移動するのではなく，農村から農村へと人口移動し，その後に，農村部から都市部へ移動するた
め，ラ・ジ町は「中継地域」の一つになっていると考えられる。人口増加に伴い社会問題になっ
ているのが，ラ・ジ町人民委員会の担当部局に移動してきた住民が住民登録をしないで生活して
いる住民，家族が多数存在していることである。移動してきた家族の世帯主の多くは，日雇い労
働者で生活しているのが実態である。したがってラ・ジ町人民委員会の内部資料およびベトナム
赤十字社ラ・ジ町支部の内部資料に記載されている統計数値以上に人口は多いと推測される。な
お，2008年度のラ・ジ町の出生率は，2.0% ，死亡率 0.6%であった。
最近のベトナム国内の動向をみると農村部から都市部への人口流出が年々増加傾向にある一方
で，農村部に位置するラ・ジ町よりもさらに小さい地域からの人口流入が増加傾向にある。農村
から農村へ人口移動するケースが増えているのが，現在のベトナムにおける人口動態の特徴かと
いえる。それゆえ都市部に限らず農村部のラ・ジ町でも生活問題が深刻化し，さまざまな社会的
歪み現象が農村にも現れているのである。
3）　調査対象と調査方法
ラ・ジ町で生活している単身高齢者の 30世帯を対象に『単身高齢者の生活実態調査』を実施
した。調査の対象となった 30世帯はラ・ジ町人民委員会から指定を受けた世帯である。同時に
同じ調査票を用いてホーチミン市内のゴ・ブァック（GOVAP）区内でも単身高齢者世帯を対象
に調査を実施したが，この際も対象者となった単身高齢者世帯はゴ・ブァック区人民委員会が指
定した 30世帯であった。なお，外国人の研究者がこのように単身高齢者世帯を対象とした調査
研究の実施をすることが認可されることは，極めて稀なことである。
表 5　ラ・ジ町の人口動態と高齢者率の推移
単位 : 人
年　度 人　口 60歳以上の人口 高齢化率（%）
2004 99,042 7,448 7.52
2005 100,879 7,616 7.55
2006 103,208 7,854 7.61
2007 104,457 7,949 7.61
2008 105,071 7,985 7.60
2009 105,689 8,053 7.62
2010 106,305 8,101 7.62
2011 106,926 8,158 7.63
出所 :  HOI CHU THAP DO THI XA LAGI TONG QUAN VETHI XA LA GI VA DANH SACH 
NGUOI GIA NEO DON 2011を基に筆者作成。
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この調査では，それぞれの人民委員会の担当者が，直接，単身生活をしている高齢者に質問構
成法の調査票に基づいて無記名面接聞き取り調査とした。単身高齢者の対象者年齢と人数は，表
6に示した通りである。全数 60名のうち男性 17名（28.3%），女性 43名（71.7%），地域の内訳は，
ラ・ジ町は 30名（男性 7名・女性 : 23名），ホーチミン市 は 30名（男性 10名・女性 : 20名）
であった。なお，ラ・ジ町人民委員会の内部資料では，ラ・ジ町内には単身高齢者の世帯数は
98世帯である。関係者の聞き取り調査からは，年々，単身世帯数は増えているとのことであっ
た20）。 
また，データ処理方法については質問用紙を用いて，本発表に関する項目を 4件法から選ぶ方
法を採用し，現状把握型の単純集計から分析を行った。 
表 6　調査対象者の年齢区分と人数
単位 : 人
年齢 ラ・ジ町 ホーチミン市 合　計
60 2 1 3
61 1 1
62 2 2
64 1 1
65 2 2
66 1 1
67 2 2
68 2 2
69 1 1
70 1 5 6
71 1 1
72 2 2 4
74 2 2 4
75 1 4 5
77 2 2
78 1 3 4
79 2 1 3
80 1 2 3
81 2 2
82 2 1 3
83 2 2
84 1 2 3
85 1 1
87 1 1 2
合 計 30 30 60
平均年齢 74.2 79.8 74.03  （±7.33）
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4）　調査項目
1.　基本属性
① 性別，② 年齢，③ 一人暮らし期間，④ 出身地，⑤ 出身地域，⑥ 結婚歴，⑦ 家族構成，　
⑧ 仕事の有無，⑨ 収入の有無
2.　健康状態
① 病院へ行くか，行かないかの有無， ② 自覚的健康感を 4項目について，「とても健康」
「まぁ健康の方」「あまり健康ではない」「健康ではない」の 4件法にて回答を求めた。
5）　調査期間
実態調査は，2009年 9月 2日から 9月 15日まで単身高齢者世帯を対象に実施した。調査対象
地域は，農村のビントゥアン省ハム・タン県ラ・ジ町で実施した。その後，2011年 4月から 9
月までベトナム赤十字社ラ・ジ町支部で 6ケ月間在外研究員として所属し，単身高齢者の聞き取
り調査を実施した。また，2012年 9月にも同じように単身高齢者から聞き取り調査を実施した。
（2）　調査結果
①　回収率
この調査では倫理的配慮として，ラ・ジ町人民委員会およびホーチミン市ゴ・ブァック区人民
委員会から対象者に趣旨と概要を説明し，承認を得た上で無記名面接聞き取り調査の回答を行っ
た。また，調査への同意の取り消しができる配慮や個人情報の保護および人権上の配慮を行って
いる。当然，研究成果を公表する際には，個人が特定されぬように匿名性を維持している。特に，
今回の調査ではラ・ジ町人民委員会およびホーチミン市のゴ・ブァック区人民委員会の担当者が，
直接，指定した対象者に調査票を用いて調査を実施したこともあって，調査対象となった 60名
（ラ・ジ町 30名，ホーチミン市 30名）は，すべての項目に回答している。有効回答数は 60票で
あった。
②　基本属性
表 6に示されている通り，平均年齢は，ラ・ジ町では 74.2歳，ホーチミン市では 79.8歳，全
体平均年齢は 74.0歳であった。この数値からもわかるとおり全体では 60歳から 74歳までが 29
名（48.3%），75歳から 87歳までが 31名（51.7%）で，年齢区分にあっては特異性を見出すこと
はなく，平均的な区分人数となっている。なお，最少年齢は 60歳，最高年齢が 87歳であった。ラ・
ジ町もホーチミン市も同じ結果となった。ただし 70歳代以上のカテゴリーに入る人数が多い調
査結果となった。
一人暮らし期間の期間は，図 1が示す単身期間年数と人数からもわかるように，単身生活をす
るようになった年数は，最も短い年数のものが 4年間で最大年数が 58年間であった。しかし，
この調査項目結果からは，単身年数期間と人数における相関関係などの特徴を見出すことは困難
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であるが，未婚者ほど単身生活を長く過ごしていることが調査分析から示唆された。ただし結婚
歴からみた農村のラ・ジ町と都市のホーチミン市とでは，表 7に示すように単身生活になった理
由として，ラ・ジ町では，夫・妻の死亡が 13名（43.3%），未婚が 14名（46.7%）でこれを合計
すると全体の 90.0%を占めているのに対して，ホーチミン市では夫・妻の死亡が 24名（80.0%）
で圧倒的に割合が高いことを示す調査結果となっている。
調査結果に対する因子構造など活用しながら単純に女性が単身生活期間は長いとする結論をだ
すには男女の比率からは推論することは困難である。また，単身期間年数の平均年数は男性が9.86
年，女性が 26.52年，男女の平均年数は 22.63年であった。しかし，これを男女合計で農村のラ・
ジ町と都市のホーチミン市と比較すると，ラ・ジ町では，22.63年，ホーチミン市は 17.20年，ラ・
ジ町で一人暮らしをしている高齢者が長い期間であることがわかる。この調査結果から単純に数
表 7　単身生活になった理由
単位 : 人・（%）
単身理由 ラ・ジ町 ホーチミン市 合　計
夫・妻死亡 13（43.3） 24（80.0） 37（61.7）
離婚  1（3.3）  1（ 3.3）  2（ 3.3）
別居  2（6.7）  4（13.3）  6（10.0）
未婚 14  （46.7）  1（ 3.3） 15（25.0）
合計 30（100.0） 30（100.0） 60（100.0）
図 1　単身期間年数と人数
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値から推考することは危険ではあるが，ベトナム戦争が終結して以後，当時，統一ベトナム政府
から南政府側にいた多くの人々を政府命令のもとで，中部地方や旧サイゴン市で生活していたも
のを強制的に農村へ移動された歴史的事実があり，ラ・ジ町も移動地の一つであった。未婚者が
ホーチミン市よりも多い理由として，夫や婚約者たちが戦死したことが要因として推考できる。
そのことを表している数値として，表 8にその調査結果が示されている。農村のラ・ジ町で単
身生活を送っている高齢者の 96.0%が中部地方出身者からの流入者たちで，さらに，その多く
は都市からの出身者ではない。ほとんどのものが農村や山岳地帯で生活していた人たちである。
また，ホーチミン市だけが北部地方出身者の都市は，ハノイ（HA NOI）ではなく近郊の都市であっ
たが，それ以外は，中部地方出身者の割合が高くて農村から流入してきたことがわかる。この表
8からも分かるように，農村から農村へと移動している流出現象が明確な数値として表れている。
したがって，単なる農村から都市へと人口移動する形態だけではなく，農村部にあるラ・ジ町の
ような人口移動現象が地方においては出現しているのである。
次に仕事の有無であるが，ラ・ジ町では仕事をしているものは 6名（20.0%），ホーチミン市
は 9名（30.0%）であった。その仕事の内容は，ホーチミン市に在住している一人は「教員職」
の仕事をしているが，その他は「ゴミ収集」をして日銭を稼いでいる高齢者たちである。仕事を
していない人たちの多くが，以前は仕事をしていたが，現在は仕事をしていないとの回答であっ
た。ラ・ジ町およびホーチミン市の調査対象者に共通していることは，以前の仕事は，約 90%
以上のものが「農業」の仕事をしていた人たちであることが調査結果から示唆された。
現在，単身高齢者にとっては，日常生活を維持することは，極めて厳しい生活環境下におかれ
ていることは，これまでの聞き取り調査から理解することができた。
ベトナム政府の発表によると，生活水準の区分として，中上層レベルが 19.87%，中層レベル
が 23.07%，貧困レベルが 15.00%，さらに，困窮状態にあるものは 12.08%と推計しており，ベ
トナムの貧困基準（2006-2010）は，農村では 200万ドン/人/月（2,400,000ドン/人/年），都市で
は 260万ドン/人/月（3,120,000ドン/人/年）（1ドン（d）=0.004円 2012年 9月現在）といわれて
いる。
表 8　地方出身地（農村部・都市部）   
単位 : 人・（%）
出身
地方 ラ・ジ町 ホーチミン市 合計 ラ・ジ町 ホーチミン市 合計
北部  5（16.7）  8（26.7） 13（21.7） 都市部  0（0.0）  4（13.3）  4（0.07）
中部 23（76.7） 13（43.3） 36（60.0） 農村部 30（100.0） 26（86.7） 56（93.3）
南部  2（ 6.6）  9（30.0） 11（18.3） 30（100.0） 30（100.0） 60（100.0）
合計 30（100.0） 30（100.0） 60（100.0）
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仕事をしていないものにとっては，子どもからの仕送りは生活を送る上で大きな支えであるこ
とはいうまでもない。しかし，表 9に示した通り，ホーチミン市では 29世帯（96.7%）には子
どもがおり，その子どもたちからの仕送りは，96.6%であったのに対して，ラ・ジ町では，子ど
もがいる世帯は 9世帯のみで，その内，6世帯が子どもから仕送りを受けている。仕送りの平均
金額は 100万ドンから 120万ドンまでの範囲で，ベトナムの貧困基準は農村の場合は 200万ドン，
都市においては 260万ドンが基準値として設けられているが，それには満たないものが多数を示
す結果となっている。ドイモイ路線によって現物配給制の廃止や医療費，教育費が市場経済シス
テムの枠組みに組み込まれ，国家としての社会支援サービスに対する財源支出を抑制したことは，
農村部で暮らす単身高齢者とっては医療費の高騰や物価の高騰は，最低生活水準もしくはそれ以
下の生活実態にあると推考される。それゆえ，単身高齢者の生活実態は厳しい状況下にあること
が推考される。
こうした実態にあって，ベトナム赤十字社ラ・ジ町支部では，60歳以上の高齢者がいる世帯
のなかでも，特に，極貧状態にある 98世帯の内，85人が女性高齢者世帯である。高齢者支援は，
労働傷兵社会局（日本の厚生労働省地方部局）の所管となっている。そこでは，① 独自の社会
救助費増額。給付対象の拡大　② 医療費の無料化　③ 学費の減免　④ 住宅の提供，修理およ
び改築　⑤ 生活貸付金の増額（無担保，低利率信用制度）⑥ 職業訓練および就業促進政策　
⑦ 公共交通（無料）保障　⑧ 家庭慰安訪問（旧正月，お祝いプレゼント）を施策として取り上
げているが，実際の単身高齢者にとっては，政府に期待する期待感は，聞き取り調査からは皆無
であった。つまり政府施策と実態は乖離状態にあることを示す調査結果となっている。そのため
単身高齢者の生活は，十分な経済的保障が維持されているのではなく，むしろ，日々の日常生活
は厳しい現状にあることが調査結果から示唆された。
③　健康状態
次に健康状態の項目についての回答では，「病院へ行くか」「病院には行かないか」を「はい」「い
いえ」で有無の統計を図った。さらに，自覚的健康感を「とても健康」「まぁ健康の方」「あまり
健康ではない」「健康ではない」の 4件法にて回答を求めた。その調査結果を表 10に示される。
その結果「あまり健康ではない」「健康ではない」が多数を占めており，決して健康状態はよい
状態とはいえない調査結果が示唆された。また，全世帯では，57名（95.0%）が健康ではないと
表 9　子どもの有無と仕送り状況
単位 : 人・（%）
ラ・ジ町 ホーチミン市
子ども有無 仕送り 子ども有無 仕送り
ある  9（30.0） 6 29（96.7） 28
なし 21（70.0） 0  1（0.3）  0
合　計 30（100.0） 6 30（100.0） 28
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自覚しているのに対して，15名（25.0%）の高齢者は病院には行かないと回答している。「健康
と思っていない」と回答しているものが全体の 26.3%を示しているのにも係わらずに病院へは
行く機会が少ないことがわかる。その最大の要因には，医療費が高くて経済的に余裕がなく，病
院へ行きたくても行けない理由が単身高齢者世帯には多いことが推測される。前述したベトナム
政府の高齢者の疾患報告と調査結果を比較した場合，その比率は大きな変化はないことが示唆さ
れている。なお，調査結果からは，調査対象となった単身高齢者のなかには，寝たきりで生活し
ているものは皆無であった。 
（3）　調査結果のまとめ
ベトナム経済は急速な経済成長を遂げるなか，ベトナム戦争を知らない世代やドイモイ世代が
全人口に占める割合が高くなってきたなかで，さらには，戦争世代の高齢者と現代の若い世代と
の間には，考え方にも相違点が生じ，家族機能の変容や家族意識の変化についてベトナム社会で
は大きな社会問題になっている。そうした社会世相のなかで単身高齢者世帯が増加傾向にある。
こうした現状を踏まえて，今回の調査項目では，単身高齢者の生活実態を日常生活の事象を構
成する単位や要素および特徴から捉えることによってその性質を明らかにするために，1. 基本
属性，2. 健康状態に大別して単身高齢者の全体像を分析，考察を行ったが，最終的な調査研究
成果としては，次のような内容にまとめることができる。
単身高齢者の平均年齢は，70歳代から 80歳代に集中しおり，単身生活期間年数も平均 19.9年
と長く，特に，58年間に及ぶ単身生活を過ごしてきた高齢者の「人生」とはどのような生活だっ
たのかと考えてしまうのは，筆者だけだろうか。また，最近の現代社会では，離婚するケースが
増加傾向にあるが，本調査に限ってみると単身世帯になった理由は，一般的理由と思われる夫も
しくは妻が亡くなった理由から単身世帯になったケースの比率が全体を通すと高い（61.7%）比
率を示しているが，その一方では，農村のラ・ジ町の場合は，未婚者が 14名（83.3%）を示す
数値は大きな特徴として取り上げられる。その背景には，ベトナム戦争が大きな契機になったと
表 10　自覚的健康感と病院通院との相関関係
単位 : 人・（%）
健康感 とても健康 まぁ健康の方 あまり健康ではない 健康ではない 合計
ラ・ジ町 0　（0.0）
0
（0.0）
13
（43.3）
17
（56.7）
30
（100.0）
ホーチミン市 2　（6.7）
1
（3.3）
17
（56.7）
10
（33.3）
30
（100.0）
合　計 2（3.3）
1
（1.7）
30
（50.0）
27
（45.0）
60
（100.0）
病院へは行かない 11（40.7）
1
（3.7）
13
（48.2）
2
（7.4）
27
（100.0）
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推測するのが妥当だろう。当時，統一ベトナム政府によって旧南政府側に関係していた国民は指
定された地域へ追われ，ホーチミン市以外の南部地方へ強制的に居住地を移動させられ，また，
ベトナム戦争によって婚約者が戦死したことなどが，ラ・ジ町で単身生活を送ることになった理
由の一つとして推測される。
次に健康感については，農村のラ・ジ町では単身高齢者の 30名全員が，「あまり健康ではない」
「健康ではない」と回答していることは，日常生活において何らかの疾患を抱えている高齢者が
多いことが示唆された。また，経済的には厳しい生活環境にあっても病院へは行く高齢者が多い
が，その一方では，「健康ではない」と回答している高齢者なかには病院へ行かないと回答して
いることは，健康を保持するための環境にはないといえる。少なくても農村部の単身高齢者は経
済的に困窮している状況下にあり，健康に対する自覚が持てないなかで，36.7%が病院受診をし
ていないという結果から，何らかの疾患を抱えながらも健康が脅かされる生活環境であると推考
される。
次にラ・ジ町の単身高齢者およびホーチミン市の単身高齢者に共通していることは，夫もしく
は妻が亡くなったものには，同居はしていないが子どもが存在している。また，ラ・ジ町の単身
高齢者への子どもからの仕送りをしてくる割合が少なく，ホーチミン市の場合は，子どもからの
仕送りをしてくる割合が高いことを示している。しかし，その社会背景を分析および根拠となる
理由を解析することは，今回の調査からは不可能であるため，あらためて再調査を実施する際の
課題である。
今回の調査結果および聞き取り調査では，上述したように基本属性や健康感から捉えながら，
農村のラ・ジ町および都市のホーチミン市の単身高齢者の生活実態を統計的に分析，解釈するこ
とは可能ではあったが，当事者である単身高齢者の生活に対する内面的な感情も含めた精神状態
を分析することは，推論の粋内に留まるしかできなかった。それゆえ，今後も単身高齢者世帯の
実態調査を実施する際には，単身高齢者の日常生活で生起している問題と課題について，昨今，
調査分析の主流になりつつある先行研究の尺度や因子構造を数値に置き換えて分析し評価するこ
とは，必ずしも対象者の日常生活を的確に科学的に分析しているとは限らない。少なくても単身
高齢者が抱えている問題や課題には数値からでは把握できないさまざまな要因があることを考慮
して，精査することが重要となる。ある単身高齢者を訪問した際に，普段使用しているベッドは
板にゴザだけが敷いていた。そのベッドの横には，棺桶が置かれていた。いったいこのことは何
を意味しているのだろうか。数値だけでは決めつけてしまうような調査分析は，単身高齢者の抱
えている問題や課題を間違って分析してしまうおそれがあとことを再認識するに至った。
4.　今後の単身高齢者世帯における課題と展望について
ベトナムの産業構造を概観すると 1990年では，農業，林業，水産業といった第一次産業は全
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体の 38.7%から 2007年には 20.3%に大幅に減少した。その一方では，建築，電気，ガスなどの
第二次産業は 1990年では 22.7%であったが 2007年には 41.5%にも増加している。第三次産業は，
38.6から 38.2%とほとんど変わりはなかった。特徴的なことは，農村部に多く人口が占めてい
るのに対して，農業が大幅に減少していることである21）。このような産業構造の変化は，当然，
農村部の家族にも影響している。調査対象者の約 70%のものがドイモイ政策は，家族意識を大
きく変容させる要因ともなったと回答する調査結果を示している22）。それは家族構造の変容の一
つとして，単身高齢者世帯が増加した要因にもなっていると考えられる。
こうした家族の変容や社会状況のなかで実施された，今回の『単身高齢者の生活実態調査』で
得られた調査結果成果は，今後の単身高齢者世帯に対する社会支援のあり方や高齢者福祉政策に
参考になることを期待したい。特に，単身高齢者世帯の調査からどのようなデータを得たかによっ
て，テーマ事象の焦点をどこにあるのかを，その全体的な輪郭のなかで明らかにする必要がある。
したがって，単身高齢者世帯になった理由には，一つの個体的構成要素から成立するのではなく，
さまざまな構成要素が複合的に結合することによって単身高齢者世帯に成立する行為とみなさな
ければ推論することはできない。まさに，多次元的な構成要素によって形成されるのである。そ
の上で，今後の単身高齢者世帯における課題と展望を検討すると次の 3つにまとめることができ
る。
第 1は，単身高齢者に対する社会的支援策としての国家的政策を具現化することが重要となる。
ベトナム社会には，「家族」の責任を重視する国民的意識があるが，現実的には単身高齢者に対
して，社会システムとしてのセーフティネットを制度化することである。第 2は，単身高齢者に
責任を負わすのではなく，現状では働きたくても働けずにいる単身高齢者である。ましてや定期
的な収入がないために生活を維持するのに厳しい生活環境におかれている。それゆえ，国家戦略
として家族計画を推進するなかで単身高齢者世帯対策を明確に打ち出し，同時に中長期的な単身
高齢者支援計画を具現化することが重要である。第 3は，国民間には，経済成長とともに所得水
準や生活水準の地域間格差が拡大する傾向にある。その影響を直接，受けているのは単身高齢者
であり，特に，農村で生活している単身高齢者である。単身高齢者には生活を向上させる視点と
して QOLの確保が求められる。
そのためには，中核的なマンパワーとして，ベトナム赤十字社，病院および人民委員会による
ヘルスケアも含めたソーシャルワークの専門職の確立に向けた専門職員養成のための具体的な施
策および政府の単身高齢者への経済援助の強化を図ることが緊急課題である。さらには，単身高
齢者も含めた高齢者が集う「場」（例 : 憩の場）の設置などを農村部ほど必要であると推考される。
もちろん，その際は，高齢者福祉施策として体系化した政策が展開されることは重要となるが，
何よりもベトナム社会の文化にあった地域共同体内におけるコミュニテ・ケアが最も有効的で効
果的に単身高齢者への生活支援を実施することが求められる。
以上の課題をあらためて再構築するなかで，単身高齢者に対する専門的支援体制の構築はもと
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より，高齢者福祉支援策として衣食住保障，健康保障なども含めた具体的な生活支援策が早急に
求められる。その根幹には，憲法第 52条には「すべての人民は法の前で平等である」と謳われ
る限り，国家的責務として農村部の単身高齢者世帯が地域で孤立しない社会支援サービスシステ
ムを構築することが不可欠である。そして何よりも単身高齢者の生活が「人間の安全保障」の理
念の基で豊かな暮らしが，多少なりとも実現する第一歩につながることを信じたい。
今回の調査研究結果から得られた課題を少しでも解決する施策を具体化することが，本研究に
課せられた使命でもあり，さらなる調査研究活動を継続的に実施していくことが重要であると結
論づけたい。
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ラ・ジ町に住む単身高齢者の自宅にて（2012.9）
テレビなど電化製品はなく，屋根にはビニールシートで雨漏り防止をしていた。
子どもは結婚した後に町を離れて以降，十数年間，音信不通で息子夫婦の居場所は知らな
い状態が続いている。
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